	事業計画書
	１．資産運用業等を実施する者に関する事項
	条例第２条第１項第３号に規定する資産運用業等の区分
□ア　金融商品取引法第28条第１項に規定する第一種金融商品取引業
□イ　金融商品取引法第28条第２項に規定する第二種金融商品取引業（金融商品取引法第29条の５第２項及び投資信託及び投資法人に関する法律第196条第２項の規定により第二種金融商品取引業とみなされる業務を含む。）
□ウ　金融商品取引法第28条第３項に規定する投資助言・代理業
□エ　金融商品取引法第28条第４項に規定する投資運用業
□オ　情報技術を用いた革新的な金融サービスを提供する事業として市規則で定めるもの

	２．事業の内容
	

	３．本市内の経済の活性化を図り、もって市民生活の向上に資する内容

	

	４．事業の実施場所
	

	５．計画期間全体の
事業資金見込額
	（１）総額　　　　　　百万円

（２）内訳
	年度
	資金調達先見込
	見込額
	資金調達方法見込

	
	

	円
	


	
	

	円
	






注　本計画書の提出にあたっては、次の資料を添付して下さい。
・「定款」及び「法人の登記事項証明書」（これらに準ずるものを含む）
・「貸借対照表」、「損益計算書」等（一事業年度を終了していない法人については、筆頭株主等、主たる株主等のもの）
　

（備考）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
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第
１号様式（その１）（実施要領第
３
条関係）
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